
週間国際経済2015（34） 11／18～11／23   金俊行（きむじゅねん） 

 

11/18・自民農林関係合同会議がTPP対策『農政新時代』不安解消へまず保護策＜１＞ 

    所得補填手厚く 攻めの農業は1年かけて具体化 大規模化後押し焦点 

  ・厳戒欧州、景気に懸念 ヒト・モノ移動制限 消費や企業投資に影 

  ・日本、対中投資１～10月25％減 世界全体からの対中投資は8.6％増 

 

11/19・米「利上げ条件12月整う」FOMC議事要旨公表 大半の委員想定 

  ・米英仏ロ、空爆で「足並み」 対「イスラム国」作戦協力が課題 ＜２＞ 

    オバマ氏「ロシアは建設的パートナーだ」 

  ・日本貿易黒字7カ月ぶり 原油安が寄与 輸出額は14カ月ぶり減少 ＜３＞ 

    10月1115億円 輸出額は前年同月比2.1％減 原油などの円建て輸入価格が47％下落 

 

11/20・日米首脳会談（マニラ、19日）南シナ海に自衛隊検討 ＜４＞ 

  ・APEC（アジア太平洋経済協力会議）首脳宣言採択（マニラ、19日） 

    TPP明記巡り応酬 南シナ海は議題にせず テロ対策取り組み強化 

  ・TPPで「新輸出大国」自民党が対策 

  ・面接解禁来年は6月 経団連、就活2カ月前倒し決定 2年連続変更 

 

11/21・EU緊急内相・法相理事会 国境検査を強化 情報共有や銃規制も 

  ・政府TPP大綱案明らかに「アベノミクス成長戦略の切り札」 

    農産品輸出1兆円目標 中小企業の海外進出支援 海外インフラ受注30兆円 

 

11/22・ASEAN首脳会議 南シナ海で紛糾 米中、東南アジアに「踏み絵」 

    インフレ投資、日中競う ASEANしたたか「ほどよい摩擦なら悪くない」 

  ・ASEANプラス３（日中韓）首脳会議 経済危機予防で国際機関 

   クアラルンプール、21日 チェンマイ・イニシアティブ拡充でも一致 

 

11/23・ASEAN経済共同体（AEC）来月31日発足へ 「6億人市場」へ一歩 ＜５＞ 

    10ヵ国首脳会議（クアラルンプール22日）宣言 サービス自由化に遅れ 

  ・訪日客消費、投資・輸出波及 「リピーター」が押し上げ 

    輸出：菓子・化粧品など5分野1兆円 投資：工場新設やホテル改修 課題は円安後 

 

11/24・法人税率下げ「早期に20％台」検討が本格化 現在32.11％ 

  ・企業の設備投資なぜ増えない 資金使途、海外重視に M&Aが大幅増 

    需要が増えない国内より海外に投資するのは当然（経営者、外国人株主） 

  ・軽減税率、生鮮食品軸に 首相、財源4000億円念頭 自民、公明と調整へ 

  

 

 



 


